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○　会　議　の　経　過　（初日）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　開会　午前１０時００分
○議長（大山　晃君）皆さん、おはようございます。御起立をお願いいたします。
　一礼して着席願います。礼。
　ただいまの出席議員は全員です。
　ただいまから平成２６年第３回上毛町議会定例会を開会します。

　これから、本日の会議を開きます。
　本日の議事日程は、お手元に運営資料として配付しておりますのでごらんください。
───────────────────────────────
○議長（大山　晃君）日程第１、会議録署名議員の指名を行います。
　本定例会の会議録署名議員に、９番古野議員、１０番亀頭議員を指名します。
───────────────────────────────
○議長（大山　晃君）日程第２、会期の決定を議題とします。お手元の運営資料をごらんください。
　今期定例会の運営について、議会運営委員会に審議をお願いいたしたところ、９月５日運営委員会を開催していただき、本定例会会期を本日から１９日までの１１日間とする内容の答申をいただきました。
　お諮りします。今期定例会の会期は、議会運営委員会の答申のとおり、本日から１９日までの１１日間といたしたいと思いますが、これに御異議ありませんか。
（「異議なし」という声あり）
○議長（大山　晃君）異議なしと認めます。よって、定例会の会期は、本日から１９日までの１１日間とすることに決定しました。
───────────────────────────────
○議長（大山　晃君）日程第３、諸般の報告を行います。
　本定例会に提出された議案は、町長から諮問１件、同意１件、報告３件、決算認定７件、承認１件、条例案１０件、予算案１件と、議員提出の発議２件、請願１件の合計２７議案であります。

　次に、本定例会の会期日程を申し上げます。お手元に配付の会期日程表案をごらんください。
　本日の会議では、議案を一括上程し、町長提出議案については提案理由の説明を受け、総括質疑を行います。ただし、諮問第２号、同意第２号、報告第５号から７号、議案第３０号並びに議案第３２号の７議案は、本日受理、審議、採決し、残りの１７議案は後でお諮りし、所管の常任委員会に審査を付託する予定です。また、議員から提出された発議２件、請願１件につきましては、提出者の趣旨説明を受け、質疑を行った後、所管の常任委員会に審査を付託する予定です。

　ここで、皆様にお願いいたします。本日審議、採決を予定している議案に対する質疑は、後の議案内容の説明に対する質疑にあわせて行っていただきますよう御協力をお願いいたします。

　９月１２日、１４日に本会議を開催し、一般質問を行う予定ですが、１２日に一般質問が全部終了すれば、１４日は休会といたします。

　９月１６日を文教・厚生常任委員会、９月１７日を総務、産業・建設常任委員会の開催日にいたしたいと思います。
　９月１９日に本会議を開催し、各常任委員長から委員会付託案件の審査状況の報告を受け、討論、採決を行います。

　以上の件につきましては、議会運営委員会で協議し、決定を受けておりますので、御報告いたします。
　地方自治法第１２１条の規定に基づき、町長並びに教育委員長に出席の要求をいたしたところ、お手元に配付の名簿のとおり説明員の出席報告がありましたので、これを許可し、出席いただいております。
　これで、諸般の報告を終わります。
───────────────────────────────
○議長（大山　晃君）これから議案の上程を行います。なお、議案の上程に際し、議案名の朗読は省略いたします。
　日程第４諮問第２号、日程第５同意第２号、日程第６報告第５号、日程第７報告第６号、日程第８報告第７号、日程第９認定第１号、日程第１０認定第２号、日程第１１認定第３号、日程第１２認定第４号、日程第１３認定第５号、日程第１４認定第６号、日程第１５認定第７号、日程第１６議案第３０号、日程第１７議案第３１号、日程第１８議案第３２号、日程第１９議案第３３号、日程第２０議案第３４号、日程第２１議案第３５号、日程第２２議案第３６号、日程第２３議案第３７号、日程第２４議案第３８号、日程第２５議案第３９号、日程第２６議案第４０号、日程第２７議案第４１号、以上２４件を一括上程します。
　提案理由の説明を求めます。
　町長。
○町長（坪根秀介君）皆さん、おはようございます。
　本日ここに、平成２６年第３回上毛町議会定例会を招集いたしましたところ、議員各位には、公私ともに御多用の中、万障お繰り合わせの上御参集をいただき、厚く御礼申し上げます。
　さて、国政においては９月３日、第２次安倍改造内閣が発足し、新体制が固まったばかりですが、安倍首相は先般６月には日本の稼ぐ力を取り戻すと宣言し、新成長戦略、ローカルアベノミクスを打ち出し、景気回復を地方全域まで広げるとしておりました。
　しかし、集団的自衛権行使の問題に消費税増税等の諸問題を抱えたままであり、加えて法人税減税と医療、雇用、農業といった岩盤といわれる規制にどう切り込んでいくのか、また、これらの兼ね合いはどうなるのか、いずれにせよ大きな正念場を迎えていると言えましょう。

　町といたしましては、政府のアベノミクス効果の全国への波及や人口急減問題に積極的に取り組む姿勢は一定の評価に値するものと考えておりますし、ローカルアベノミクスにおける、やる気のある地域に集中的に政策資源を投入し、政策効果を最大化することを目的とした伴走支援プラットホームの構築や、市町村や県境を越えたプロジェクトを創出するための産学官金、全てのネットワークの構築や、さらに特産品等の地域資源を活用してブランド化を進める動きを国が積極的に支援するふるさと名物応援制度の創設等、国と連携し、地域活性化につながる制度等を十分に活用しながら、本町の根幹を揺るがしかねない少子化危機への対策の強化を行い、過疎化の進行を食いとめてまいりたいと考える次第でございます。
　それでは、これより提案理由の説明を申し上げます。
　今議会に提出しております案件は、諮問案１件、同意案１件、報告３件、決算認定７件、承認１件、条例案１０件、補正予算１件の計２４案件であります。順次、御説明をいたします。

　諮問第２号、人権擁護委員候補者の推薦についてでありますが、人権擁護委員１名の方の３年間の任期が平成２６年１２月３１日で満了することに伴い、人格、識見に優れ、広く社会の実情に通じ、人権擁護について精通している、唐木妙子氏を推薦いたしたく、議会の意見を求めるものであります。

　同意第２号、上毛町固定資産評価審査委員会委員の選任についてでありますが、固定資産評価審査委員会の３名の委員の３年間の任期が１１月２８日で満了することに伴い、学識経験等を有する末松美知郎氏、藤本国昭氏、そして八坂徳見氏を選任いたしたく、議会の同意を求めるものであります。

　報告第５号、平成２５年度健全化判断比率及び資金不足比率の報告についてでありますが、地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項及び第２２条第１項の規定により、地方公共団体は財政健全化判断比率等を毎年度、決算の提出を受けた後、速やかに監査委員の審査に付し、その意見をつけて議会に報告することとされておりますが、これを今議会に提出いたし、平成２５年度においては健全な財政状況であることを報告するものであります。

　報告第６号、継続費の継続年度終了による精算についてでありますが、地方自治法施行令第１４５条第２項の規定により、平成２５年度築上東高等学校跡地宅地化事業の継続費の精算について報告するものであります。

　報告第７号、上毛町新型インフルエンザ等対策行動計画についてでありますが、この行動計画につきましては、新型インフルエンザ等対策特別措置法が平成２４年５月１１日に公布されたことに伴い、法第８条第１項の規定により本町の行動計画を策定し、同条第６項の規定に基づき議会に報告するものであります。

　認定第１号から認定第７号までの一般会計並びに各特別会計の歳入歳出決算認定についてでありますが、地方自治法第２３３条第１項の規定により、会計管理者より各会計の決算書が提出されましたので、これを８月８日に監査委員の審査に付し、その意見書をつけて議会の認定に付すものであります。
　一般会計並びに各特別会計とも、事業目的に沿い、適切な執行に努めたつもりではありましたが、御承知のような過去の不適切な事務処理が浮き彫りとなり、議員各位並びに町民の皆様に御迷惑をおかけしましたことに深くおわび申し上げる次第でございます。

　これを機に、行政職員一同、初心に立ち直り襟を正し、二度とこのようなミスのないよう、報告、連絡、相談を徹底して行ってまいる所存です。町民に心から信頼される新しい行政に生まれ変わっていくよう努力してまいります。議員各位の御理解と御協力を賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。
　今後は、特に町民生活の安全安心を最優先に、事業の必要性や緊急性に配慮し、多様化する行政需要に的確に対応するとともに、九州一ミスの少ない、将来を見据えた行財政運営に努める所存であります。

　議案第３０号、専決処分の承認を求めることについてでありますが、平成２６年度上毛町一般会計補正予算（第２号）により、上毛中学校の給水管布設工事費等を７月１５日付で専決処分したので、地方自治法第１７９条第１項及び第３項の規定により、これを報告し、承認を求めるものであります。

　議案第３１号、上毛町特別職の職員の給与の減額に関する条例の制定についてでありますが、町長の給料を減額することに伴い、地方自治法第９６条第１項第１号の規定により議会の議決を求めるものであります。

　議案第３２号、上毛町乳幼児・こども医療費の支給に関する条例の一部を改正する条例についてでありますが、乳幼児及び小中学生に係る医療費の自己負担額の一部を公費負担とすることに伴い、本条例の整備を行うため、地方自治法第９６条第１項第１号の規定により議会の議決を求めるものであります。

　議案第３３号、上毛町ひとり親家庭等医療費の支給に関する条例の一部を改正する条例について、議案第３４号、上毛町重度障害者医療費の支給に関する条例の一部を改正する条例について、議案第４０号、上毛町営住宅条例の一部を改正する条例についてでありますが、今回、この３条例で引用する法律名等の改正により、それぞれの条例の整備をお願いするものであります。

　なお、議案第３３号、第３４号は法律名のみの改正であり、議案第４０号は法律名及び入居資格者要件を改正するものであります。

　議案第３５号、第３６号、第３７号、第３８号についてでありますが、子ども・子育て支援法及び就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律の施行に伴い、それぞれの条例を新たに制定するものであります。
　まず、議案第３５号、上毛町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の制定についてでありますが、本町が認可する家庭的保育事業等についての設備及び運営に関する基準を規定する必要があるため本条例を制定するものであり、地方自治法第９６条第１項第１号の規定により議会の議決を求めるものであります。

　次に、議案第３６号、上毛町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例の制定についてでありますが、本町が確認する特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業について、運営に関する基準を規定する必要があるため本条例を制定するものであり、地方自治法第９６条第１項第１号の規定により議会の議決を求めるものであります。

　次に、議案第３７号、上毛町子どものための教育・保育給付の支給認定等に関する基準を定める条例の制定についてでありますが、本町において、子どものための教育・保育給付の支給認定等に関する基準を規定する必要があるため、本条例を制定するものであり、地方自治法第９６条第１項第１号の規定により議会の議決を求めるものであります。

　次に、議案第３８号、上毛町放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の制定についてでありますが、放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を規定する必要があるため本条例を制定するものであり、地方自治法第９６条第１項第１号の規定により議会の議決を求めるものであります。

　議案第３９号、上毛町立保育所条例の一部を改正する条例についてでありますが、子ども・子育て支援法施行に関連した児童福祉法の改正により、本条例において規定する保育所入所の要件を改正する必要があるため本条例を改正するものであり、地方自治法第９６条第１項第１号の規定により議会の議決を求めるものであります。

　議案第４１号、平成２６年度上毛町一般会計補正予算（第３号）。今回の補正額は４,１５２万６,０００円を追加し、歳入歳出予算の総額をそれぞれ４４億８,５４５万５,０００円とするものであります。
　歳出でありますが、今回の高額療養費未請求案件に係る特別職給料と職員給料の減額補正を行っています。
　この減額以外の主なものについて、まず総務費では、町のＰＲ冊子５,０００冊の印刷製本費と、マイナンバー制度に伴う電算関係等の経費を計上しております。
　民生費では、主として高額療養費未請求案件に係る県への補助金返還額を計上しております。
　衛生費では、主として予防接種法改正に伴い、水ぼうそうと高齢者の肺炎球菌感染症の予防ワクチンが定期接種となるため、これらの経費を計上しております。また、がん検診の受診者が想定を大幅に上回ったため、今回、健診委託料の追加計上をお願いするものであります。
　農林水産業費では、各種団体等の補助金等を計上しています。

　商工費では、大平楽関係でありますが、浴槽等の修繕費等を計上しております。

　土木費では、東九州自動車道関係の上毛スマートインターチェンジの竣工式典経費と本線部分の開通記念行事の経費を計上しております。
　公園費では、大池公園整備事業費として、アスレチック広場周辺の景観整備を行うための経費を計上しております。
　教育費では、上毛中学校の修繕費を追加計上しております。

　今回の補正財源といたしましては、特定財源では国庫支出金の社会保障税番号システム整備費補助金で６６万３,０００円、県支出金では機構集積協力金等交付事業補助金等で３１５万１,０００円を補正計上し、普通交付税１,０４０万１,０００円と臨時財政対策債の確定により、２,３２６万４,０００円をそれぞれ増額し充当いたしております。

　以上、概略を御説明申し上げましたが、いずれも重要な案件でございますので、慎重に御審議をいただき、御承認、御可決くださいますよう、よろしくお願いを申し上げまして、提案理由の説明を終わります。
　どうぞよろしくお願いいたします。
○議長（大山　晃君）提案理由の説明が終わりました。
　これから提案理由に対する総括質疑を行います。前にも述べましたが、本日審議する案件に関する質疑は、議案内容の説明の際に行っていただくよう御協力をお願いいたします。
　提案理由に対する総括質疑を行います。
　質疑はありませんか。
　安元議員。
○７番（安元慶彦君）ただいま町長から提案理由の説明がございました。今議会は通称、決算議会と言われておりますけれども、平成２５年度の一般会計ほか特別会計の決算書が、監査委員の意見をつけて提案をされております。
　特に一般会計の歳入の中で、入湯税が昨年の決算に引き続いて、ことしも収入未済額として出てきておると。私はことしのほうが少しふえていると思う。減っているのなら、それなりのものかなと思いますけれども、この徴収に対するアクションは、どういうことを起こしたのか、その辺をお尋ねいたしたいと思います。

　また、これに対して、特に監査委員からの指摘はなかったのかどうか、その辺もお尋ねをいたしたいと思います。
　それから、議案第３１号で、ただいま町長のほうから話がありましたけれども、給与改正という、今回の職員の職務怠慢という形の中で、時の最高責任者として責任をとると言っている。私は、町長の潔い決断に対して敬意を表するものでありますけれども、これが内容的に、職員個人の、いわゆる偶発的なものなのかどうか、それとも、組織の構造上に問題はないのかどうか、その辺をお尋ねいたします。

○議長（大山　晃君）税務課長。

○税務課長（福本豊彦君）それでは私から、入湯税の未済額につきまして答弁をさせていただきたいと思います。
　議員御指摘のように、決算書に収入未済額ということで３０４万ほどの未済額が発生いたしております。これにつきましては御存じのように、指定管理者等の変更等もございまして、そういう中で一昨年、法的な手段による滞納処分等を行った結果、一部回収できたところもございますが、回収できない分を未済額として計上させていただいたというところでございます。この分につきましては、財産調査等を行いまして、可能な分については関係機関と連携をとりながら、今後も状況の推移を見ながら、未済額の回収に努めてまいりたいと考えております。
○議長（大山　晃君）総務課長。

○総務課長（川口　彰君）２点目でございます。まず、今回の不祥事ということで、改めましておわびを申し上げます。
　御指摘の点でございますが、個人の問題か、それとも組織の構造上の問題かということでございますが、私としては両方というふうにとっています。まず、個人の問題としては、先ほど町長が答弁いたしましたように職務怠慢ということもありますし、組織上の問題といたしましては、要するにチェック機能が十分に働いていなかったということも考えられます。以上のことから、こういう結果を招いたと思っておりますので、これにつきましては改善点等も各職員に指示しておりますし、今後このようなことがないように行っていきたいと考えております。
　以上です。

○議長（大山　晃君）安元議員。

○７番（安元慶彦君）今、税務課長から、取り立てといったことをやったということですが、これは額が減っていないからね。昨年よりも入湯税の額が、十万なにがしか多くなっているということです。
　それで、またこれは委員会の中でいろいろ出るかもわかりませんけれども、普通の税の滞納とは違っていると私は思うんですよ。入湯税ですから。風呂に入った方は必ず払って入るんですから。そのお金がどうなったかと。入るべきところに入っていないということですからね。これは普通の住民税とか何とかということで用意をしておったけれども、急に家の中に病人ができて、そっちのほうにお金が要ったとか何とかいうことではなくて、入湯した方からもらっているはずですから。
　そのお金がここまで行きつかないということは、言葉でいうと横領ですか、私たちは何かそういうことにもとるわけですよね。どなたかの財布の中に入っていっているというようなことになるわけですよね。そこら辺が行政として、今後どういう対応をやっていくかですよね。
　今、課長の話では、裁判か何かをしたというようなことを言っておりましたけれども、それあたりはどういう推移をとったんですか。
○議長（大山　晃君）税務課長。

○税務課長（福本豊彦君）未済額分の滞納処分等につきましては、裁判という形ではございませんが、債権の差し押さえとか、あとは関係機関等の財産調査等もございますので、その辺と連携をとり、情報収集しながら、権利関係等がまだ確定していない部分もございますので、その辺で町として、公売等が発生すれば、それに優先的に参加できるような手段はとっております。

　ただ、それが必ずしも未済額に見合うような金額が換価されるかどうかというのは、不確定なところもございますので、町としてできる分については、必要な手段は随時、情報収集を行いながら進めているという状況でございます。
○議長（大山　晃君）安元議員、３回目です。

○７番（安元慶彦君）債権者として、これは時がたてば、そういうものが滞ってきたときに、時効の性格を持つのかどうか。どんどん引っ張られて、時が解決したということになるのかどうか。これは債権者としても徹底的に、何年たっても行けるのかどうか。その辺はどうですか。
○議長（大山　晃君）税務課長。

○税務課長（福本豊彦君）当然法的な制約もございますので、そこに至る前に、町として対処できる手法を模索しながら、少しでも回収できるように進めていきたいと今、取り組んでおるところでございます。
○議長（大山　晃君）安元議員、４回目です。

○７番（安元慶彦君）それで、次の職員の今度の件ですけれども、これは本当に私の個人的な感覚からすると、町長には気の毒なことだなと思っております。しかし、やはり立場上やむを得ない、一つのあれだと思うんですけれども、町長として、坪根町長、あなたの見解を。私がさっき言って、総務課長が答えましたけれども、町長としての見解はどうですか。
○議長（大山　晃君）安元議員、これが最後です。

　町長。
○町長（坪根秀介君）見解というのは、今後こういうことが起きないようにということですよね。議員の皆さんにも御報告させていただきましたように、今回の件は過去にさかのぼって、既に行政に存在していない責任は問うべきではないということも申し上げましたが、部下にも同様にそういう指示をしているところでございます。
　よきにつけ、あしきにつけ、みずからが引き継ぐ覚悟と責任を持って、このようなことに対処していく、それが今後の一番の再発防止策と思っておるところでございます。適切であったかどうかはわかりませんが、将来にそういった成果が必ずあらわれてくると考えております。
○議長（大山　晃君）税務課長。

○税務課長（福本豊彦君）先ほど安元議員の質問の中に、入湯税の関係で、監査委員の指摘はなかったのかという御質問でございますけれども、入湯税に関してはありました。ありまして、現在今、法的なところをやっていますということで、監査委員には御報告をさせていただきました。
　以上です。
○議長（大山　晃君）ほかにございませんか。

　茂呂議員。
○８番（茂呂孝志君）上毛町主要施策成果の平成２５年度一般会計決算総括の中で、今後の財政運用上の留意点というところで伺います。
　合併すれば財政はよくなるといって合併したが、平成２５年度の経常収支比率は９０.１％と、前年比よりも９％も上昇しています。普通交付税の合併算定がえの暫定的な縮小、廃止を控えていることを考えると、合併して財政はよくなるとは言えないのではないかということであります。当時、合併したらよくなるということで合併に踏み切ったわけですが、この点について、今の町長の御認識をお伺いいたします。
　それから、実質収支比率は幾らなのか、お伺いいたします。
○議長（大山　晃君）総務課長。

○総務課長（川口　彰君）まず、実質収支比率でございますが、平成２５年度につきましては８.５です。

○議長（大山　晃君）町長。

○町長（坪根秀介君）合併したらよくなるという認識についてですけれども、合併したらよくなるというよりも、合併してさまざまな施策を講じながらよくしていくという考えでおります。

○議長（大山　晃君）茂呂議員。

○８番（茂呂孝志君）あなたは当時、合併しないと財政的に厳しいという議論の中で、合併に踏み切ったんじゃないですか。合併したほうが将来的には財政がよくなるということで踏み切ったと思います。これは二村合併でそうだったと思います。
　それが、現在では収支比率が９０.１％、急激に上がっていますから、一概にこの数字を９０％台に入ったと見るのは問題かもしれませんけれども、合併算定がえで、かなり財政的に厳しい状況に追い込まれるのではないかと私は想像するんですが、その点について、町長の見解ですよ。まだ１０年たっていませんけれども、そういうスタンスの中で見て、自分が当初描いていたものとどうなのかということで考えれば、その評価はおのずと出てくると思います。
○議長（大山　晃君）町長。

○町長（坪根秀介君）どこをどう見るかによっても違うと思うんですが、起債と基金の関係で行けば、かなり基金がふえ、起債が減っていますので、よくなったと思っていますし、財政力にしても、大平とか新吉とかではなくて、この地域で見れば、総合的には上がってきているのではないかと思っております。
○議長（大山　晃君）茂呂議員、３回目です。

○８番（茂呂孝志君）基金を貯め込んだから財政がよくなったという、単純なものではないですよ。一時的にはそれで対応できるかもしれませんが、基金が貯まるということは、はっきり言うと、裏を返せば行政で何もしなかった、税金だけ納めてもらったと、事業はしなかったということの裏づけですよ。
　恒常的に運営していこうと思いましたら、経常収支比率を７０から８０、いきなり７０には行きませんけれども、８０％台をキープしていくということは当然、必要なことだと思います。やはり９０％に上がった、そして合併算定がえに近づいていると。国に対して何らかの手を打たなければ財政上厳しいという状況にもあります。そういうことで、合併したら私は必ずしも財政はよくなったとはいえませんけれども、今後、行政を継続してやっていく場合に、国保とか介護とかいう問題にはものすごくお金がかかってくると思います。９０％台に近い数字で今後、ほかの施策も十分にやっていけるという御認識ですか。
○議長（大山　晃君）総務課長。

○総務課長（川口　彰君）経常収支比率のことになりましたが、９０.１ということで高いのではないかということでございますが、この点に関しまして１点だけ御説明させていただきます。

　これにつきましては、平成２４年度の税収が大幅に伸びたために今回、９０.１というケースになったということで、私どもとしては、これは特殊なケースではなかろうかと分析をしております。
　これは２４年度、税収が落ちますと２５年度につきましても、それが交付税等に反映されますので、そこらで９０.１になったということは御理解いただきたいと思っております。
○議長（大山　晃君）茂呂議員、４回目です。もう切ってください。

○８番（茂呂孝志君）そういう特異なケースというのは、平成２１年度から２２年度まで、８６.７から８０.１％になりました。
　ですから、これは特異なケースだとは思いますけれども、８０％の前半、後半、どのぐらいで今後、推移すると見ているんですか。合併算定がえが終わった時点で、８０％の後半、前半、どの辺で推移すると見通しを立てているのかお尋ねいたします。
○議長（大山　晃君）総務課長。

○総務課長（川口　彰君）今後のことでございますが、国が示しました交付税の総額にもかかわりますので、私からどのくらいになるという予測は今のところできません。
○議長（大山　晃君）ここで、議員に申し上げます。質疑は３回となっておりますので、厳守願います。
　ほかにありませんか。
（「質疑なし」という声あり）
○議長（大山　晃君）質疑なしと認め、町長の提案理由に対する質疑を終了します。

───────────────────────────────
○議長（大山　晃君）日程第２８、発議第５号、「農業・農協改革」に関する意見書（案）を議題といたします。

　提案理由の趣旨説明を求めます。

　荒牧議員、お願いいたします。
○１番（荒牧弘敏君）それでは、「農業・農協改革」に関する趣旨説明をいたします。

　政府は本年６月に閣議決定した規制改革実施計画及び政府が改定した農林水産業地域の活力創造プランでは、これまでと同じ農業、農村全体の所得を今後１０年間で倍増させることを目指すという目標を掲げつつ、新たに農協、農業生産法人、農業委員会の改革推進が盛り込まれました。
　これまで、町の農業振興においては、町とＪＡが連携し、担い手の育成や経営所得安定対策の取り組み、農産物の生産指導から販売に至るまで行い、ＪＡの役割は地域の農業振興に大きくかかわっています。
　今後、政府の取り組みいかんではＪＡの機能が低下し、農業振興に大きな影響が懸念され、町の基幹産業である農業を弱体化させることにつながり、ひいては農家の所得減少につながります。

　このような事態を招かないためにも、本議会が政府に対して、農業・農協改革について慎重な審議を行うよう意見書を提出することが、町の農業振興のためには重要な取り組みであるとして提案いたします。
　以上で、趣旨説明を終わります。

○議長（大山　晃君）荒牧議員の趣旨説明が終わりました。

　趣旨説明に対する質疑を行います。
　質疑はありませんか。

　茂呂議員。

○８番（茂呂孝志君）意見書の内容は非常にいいことだと思います。自民党が目指している農業改革をやられれば、農協も地域も破壊されると思います。やはりこれをやめさせるためには、意見書を出すと同時に、地域から運動が必要だと思います。その点について、提出者はどのようなお考えをお持ちなのか。持っていれば、お答え願いたいと思います。

○議長（大山　晃君）荒牧議員。

○１番（荒牧弘敏君）この運動に対しましては、町村会長、市町会長等の要請も行い、また国の国会のほうに、ＪＡとしましても大きく運動しているところでございます。

　地域につきましては、それぞれ各部会において今後、規制に関するところの討議がなされていかれると思います。
○議長（大山　晃君）茂呂議員。

○８番（茂呂孝志君）議会の対応として、その点を特に聞きたかったわけですが、その点について何かお考えがあればお答え願いたいと思います。

○１番（荒牧弘敏君）町の議会としての運動につきましては、今のところまだ考えておりません。
○議長（大山　晃君）ほかにありませんか。

（「質疑なし」という声あり）
○議長（大山　晃君）これで荒牧議員の趣旨説明に対する質疑を終了します。
　荒牧議員、御苦労でした。
───────────────────────────────
○議長（大山　晃君）日程第２９、発議第６号、少人数学級の推進などの定数改善と義務教育費国庫負担制度２分の１復元をはかるための２０１５年度政府予算に係る意見書（案）を議題といたします。

　提出者の趣旨説明を求めます。
　宮崎議員。
○４番（宮崎昌宗君）少人数学級の推進などの定数改善と義務教育費国庫負担制度２分の１復元をはかるための２０１５年度政府予算に係る意見書（案）。これとほぼ同じ意見書を昨年６月議会で提案し、皆様方に全会一致で採択していただきました。その節はまことにありがとうございました。
　しかしながら、いまだに前回の意見書で強く要望しておりました少人数学級を推進すること、具体的規模は、ＯＥＣＤ、経済協力開発機構諸国並みの豊かな教育環境を整備するため、３０人以下学級とすること。２番、教育の機会均等と水準の維持向上を図るため、義務教育費国庫負担制度の負担割合を２分の１に復元することは実現できておりません。ぜひ今回も意見書を採択していただき、よりよい教育環境の実現を政府に対して要望していければと思います。
　上毛町は、小学校は結果的に２０名程度の学級数ですが、その少ない学級数でもいじめ問題、学級のあれは起こります。都市部の４０名学級での現場の苦労が想像できます。これは上毛町だけではなく、教育という日本の将来を支える子供たちを教育していくということは、日本全体の問題でありますのでよろしくお願いいたします。

　また、坪根町長の進める地域活性化策、ツボネミクスが成功すれば、本町の人口もふえ、４０人学級になるかもしれません。今のうちに教育環境の充実を実現していきましょう。慎重審議の上、御可決いただきますよう、よろしくお願いいたします。
○議長（大山　晃君）宮崎議員の趣旨説明が終わりました。

　趣旨説明に対する質疑を行います。

　安元議員。

○７番（安元慶彦君）今、宮崎議員から、昨年の６月にこの意見書を出して、全会一致ということがありました。ただ、いつも少人数学級がいいんだということですが、果たして何人ぐらいがベストなのか。今、あなたがおっしゃいましたように、本町のような少ないところでも、やはりいじめがあったりすると。
　そうしますと、私どもはさきに議会で、西友枝小学校を廃校にするということで議決をしました。そういうことあたりが、何かもう少し熟慮をすべきではなかったのかなと。ただ、金が要るから、金が要るからということでもって、そういう施設を没にしてきてよかったのかなと。私はこんな心の葛藤があるんですよ。ですから、少人数、少人数と言っておればいいのかなというような感じがあります。
　ちょっと話がそれますけれども、今、築上町で二つの中学校を統合して建てかえようかという案と、それから、今まで２校体制を２校体制のまま改築をしていこうという案ですね。２校体制のほうが心の通った教育ができると。いわゆる少人数ですよね。そういったようなことを言って、支持を受けているところもあります。

　それは、少ない、少ないといっても程度があるとは私も思いますけれども、どうもその辺が心に引っ掛かるところがあります。あなたの言うことを頭から反対しようというわけではないんですけれども、やはり葛藤があるわけですね。
　それから、この予算の関係は、いわゆる小泉内閣のときの三位一体の中で、福祉、教育関係がこういった今までの補助率に、義務教育のほうがしたんですけれども、私は本当に教育予算がそんなに少ないのかなという感じも受けるんですよね。それで、教育現場で働いておる先生方については非常に窮屈な予算配分になっているのかなと。本町でも今まで教育予算を削ったためしがないですもんね。これは国に対してのあれですけれども、どうもそこら辺がですね。じゃあ、去年そう言えばよかったじゃないかという、１回言ったことはあるんですけれども、そんな感じがしておりますが、宮崎議員、どんなものでしょうか。
○議長（大山　晃君）宮崎議員。

○４番（宮崎昌宗君）まず、教育の予算自体を、この意見書はＯＥＣＤ加盟国並みに上げてくださいという話なので、これまでの減ったふえたという視点でいくとわかりにくいと思いますので、各国あたりの国際比較を申し上げます。

　公立小学校の、例えばクラスの人数ですけれども、ＯＥＣＤの国際平均では２１.３人、日本では２７人、中学校ではＯＥＣＤが２３名、日本が３２名ということで、かなり大きな開きがございます。

　また、教育機関への公財産支出のＧＤＰ比で見ますと、平均では５.４％、一番高いデンマーク、北欧とかですと７％、日本は３.６％と、かなり国の教育にかける予算が占める割合が低くなっています。
　ということで、予算自体は減っていないかもしれませんけれども、国際的な比較をした場合は、やはりもう少し、競争力を上げるなりしていかないと、日本の十年、二十年後の未来は、ちょっと危ないのではないかなと危惧しております。
　以上です。
○議長（大山　晃君）ほかにありませんか。

　高畑議員。

○３番（高畑広視君）私も、ちょっと安元議員と同じような質問というか、御意見で申しわけないんですけれども、例えば人数が少なくなったからといって、一人一人、先生が４０人なら見られる、見られない、そうしたら２０人なら見ることができるかというと、決してそんな問題ではないと思うんですね。
　先ほど宮崎議員がおっしゃいましたように、昨年の６月、全会一致でこの案は採択されたんですけれども、年月がたって、この上毛町の小学校でもいろいろな問題が起きております。これは決して人数が少なくなったからといって問題が解決するとは思えません。別の要因があるのではないかと思います。

　名前を出して恐縮ではございますが、私の出た唐原小学校は、残念ながら荒れに荒れております。人数はたかだか十人、二十人です。この現象をいかが考えましょうか。
○議長（大山　晃君）宮崎議員。

○４番（宮崎昌宗君）多くても少なくても問題は起こるものだと私は思っています。ただ可能性としては、少ないほうが私は起こりにくいのではないかと思うんですね。

　学校が全て、いじめとか学級崩壊の問題を解決できるかというと、私はそうではないと思うんです。やはり家庭の問題だったりとか、地域の問題があるわけで、今、日本全体で教育環境というか、子供たちの環境はさまざまに変化していると思うんですね。では、その４０人を一人で見るのか、２０人を一人で見るのかと考えると、それは２０人のほうが私は見やすいと思います。
　唐原小学校の荒れた問題は、人数どうこうという問題ではないと思います。これは個々の問題であって、それを解決するには、今度４０名だったら解決できたのかなというと、そういう問題じゃないと思うんですね。そういった意味で、比較的起こりにくい中で起きたんじゃないかなと思っています。都会がどんな現状かというのは知りませんけれども、仮にこれが４０人だったら、到底見ることはできないんじゃないかなと。

　今、例えば少子化で兄弟がいないとか、地域によっても地域の中での横のつながりがないとかある中で、集団生活が少ない状況ではないかなと思っています。そういった中でも起きてしまったものは、もう人数の問題ではないのではないかなと私は思います。
○議長（大山　晃君）ほかにございませんか。

（「質疑なし」という声あり）
○議長（大山　晃君）宮崎議員の趣旨説明に対する質疑を終了します。

　宮崎議員、ありがとうございました。
───────────────────────────────
○議長（大山　晃君）日程第３０、請願第１号、「協同労働の協同組合法」（仮称）の速やかな制定について意見書の提出を求める請願を議題といたします。

　紹介議員の趣旨説明を求めます。

　峯議員。

○５番（峯　新一君）提案理由を申し上げます。
　現在、地域のいろいろな問題を解決するために、行政だけではなく住民自身の力による活動が期待されています。地域に密着した公共性、公益性の高い活動が、ＮＰＯ、協同組合、ボランティア団体などによって事業展開をされておりますが、この中の一つである協同労働の協同組合は、協同出資、協同労働の形をとって活動している団体であります。
　しかし、この協同労働の協同組合には法的根拠がないため、社会的理解が不十分であり、団体としての入札契約ができず、社会保障の負担が働く個人にかかるなどの問題が生じております。
　地域活性化の視点からも、協同労働の協同組合の法制化を推進するために、国会で議論してもらい、法制化を強く要望するためのものであります。
　以上です。
○議長（大山　晃君）峯議員の趣旨説明が終わりました。

　趣旨説明に対する質疑を行います。

　質疑はありませんか。

　亀頭議員。
○１０番（亀頭寿太郎君）平成２４年度の総務省統計局がまとめたものがありまして、日本の企業の数が４２０万ほどあるわけですね。内訳として、法人が１９５万、個人経営が２１７万というようなことです。また、日本全体の就業者数は６,３００万人と言われております。
　そうしたことから概算すると、１５人に１人は経営者なんです。二つ会社の云々を兼ねておるというようなことにしても、２０人に１人が経営者。だから、契約とかいろいろな云々に取り組んでいけば、法人化すればいいじゃないですか。そうしたことをどうお考えになっているのかということと、上毛町にボランティア活動、ＮＰＯ云々という団体が何団体あって、上毛町民が何名ぐらい、それに所属しておるのか。

　企業になれば、企業は利潤の追求だと思うんですけど、利潤の追求とは何かというと、金もうけなんです。そうしたことでもって云々やれば、私はそれが一番いいんじゃないかと思うんですね。

　それから、弱者という言葉はどうかと思うんですけれども、社会保障云々にしても、我が国はかなり整備がなっておる。ましてや企業においては、障害者等の雇用を何％しなさいという義務づけあたりもされておるようです。そうした点は、どうお考えになっているか。
○議長（大山　晃君）峯議員。

○５番（峯　新一君）今、亀頭議員が問われたように、上毛町で幾つの団体があって、何人が所属するかということに関しては、はっきりとした把握はしておりません。私がこれに賛同したのは、正直言って、自分たちの手で地域を守り、自分たちの持っている技術を心おきなくみんなに分け与えながら、より一層の技術とより一層の収益を求めるのに一番いい方法だと思ったから、これに賛同したわけであります。
○議長（大山　晃君）亀頭議員。

○１０番（亀頭寿太郎君）請願といえども、ある団体から来たから賛同したということでは、私はいかがなものかなと思う。請願、意見書等においては、我が地域の公益性をいかに生かしていくかということだから、合併してから追及しておるのが、こうした文書は、我が自治体でもってこしらえて、我が地域の公益性を反映させていくということが、私は一番大事な請願、あるいは意見書等ではないかと思うんですね。
　そうしたことから言えば、我が上毛町のこうした団体、あるいは大まかな関係している人あたりは、私は当然把握してこそ、こうした請願が出てくるものと思うんですね。その認識をもう一度。
○議長（大山　晃君）峯議員。

○５番（峯　新一君）ちょっと亀頭議員と私の考えが違ったことに対して残念ではありますが、ＮＰＯにしてもしかり、じゃあ、これに付随した人たちが皆さん、楽しく仕事をしているか。また、そこら辺、自分の知っているＮＰＯに対しても、遊びに行ったり話をしたりすることはありますが、どうしても技術的な面での予算に比べると足りない。人の手を借りるにも、やはりちょっとお金が足りない。
　でも、これは自分たちでお金を出し合って、自分たちが経営して、なおかつ、よりよい方向にと。地域とありますけれども、自分たちは自分たちの仲間を守ることによって、地域を大きく動かすことができるのではないかという思いがあったというのが、私のこの請願に対する答えであります。
○議長（大山　晃君）亀頭議員。

○１０番（亀頭寿太郎君）ＮＰＯは非営利団体だと思うんです。ボランティアは奉仕活動ではないかと思うんです。そうしたところが、あなたとは認識が違うかもわからないけれども、あなたはＮＰＯが営利団体だと思っているんですか、非営利団体だと思っているんですか。ボランティア活動は、私は奉仕活動だと思っております。
○議長（大山　晃君）峯議員。

○５番（峯　新一君）たとえＮＰＯであっても、従業員を雇えば、それに対する報酬は必ず出てくるものだと思います。そうすることは非営利ではやっていけない。どうしてもしぼんでしまう団体ではないかと思います。

　そういう活動の中で、横についた輪を一つ大きくすることで、また一緒に働く人たちに対する夢、希望が出てくるのではないかと私は思います。
○議長（大山　晃君）ほかにございませんか。

（「質疑なし」という声あり）
○議長（大山　晃君）質疑なしと認め、峯議員の趣旨説明に対する質疑を終了します。

───────────────────────────────
○議長（大山　晃君）これから、本日審議、採決を行う議案の上程を行います。
　日程第４、諮問第２号、人権擁護委員候補者の推薦についてを議題とします。
　総務課長。
○総務課長（川口　彰君）それでは、諮問第２号につきましては、朗読等により説明にかえさせていただきます。
　諮問第２号、人権擁護委員候補者の推薦について。
　次の者を人権擁護委員の候補者として法務大臣に対し推薦したいので、議会の意見を求める。
　平成２６年９月９日提出、上毛町長、坪根秀介。
　氏名、唐木妙子。生年月日、○○○○○○○○○生まれ。住所、上毛町大字○○○○○○○。
　理由でございます。人権擁護委員１名の任期満了に伴う候補者の推薦について、人権擁護委員法第６条第３項の規定により、議会の意見を求めるものでございます。現在、４名の人権擁護委員さんが在任中でございます。任期は３年ということでございます。そのうちの１名の委員さんが１２月３１日で満期になりますので、今回議会に対し、意見をお願いするものでございます。

　なお、唐木氏につきましては、今回新たに候補者としてお願いをするものでございます。次のページに参考資料を添付しておりますので、ごらんいただきたいと思います。よろしくお願いいたします。
　以上でございます。
○議長（大山　晃君）これから質疑を行います。

　質疑はありませんか。
　亀頭議員。
○１０番（亀頭寿太郎君）法務大臣に推薦するわけですね。こうした件について、いろいろ住民からの意見がありまして、民生委員もたしか法務大臣に推薦する案件になってくるんじゃないかと思います。
　ところで、任期が３年ということで、過去３年間に上毛町でもって人権擁護関係の扱った件数、それについての成果を報告してください。
○議長（大山　晃君）住民課長。

○住民課長（佐矢野　靖君）人権擁護委員の扱った件数は今、こちらのほうには数字がありませんが、人権擁護委員さんは法務局に毎週交代で行って、人権委員の相談を受けております。それから、上毛町と吉富町と合同で人権相談を年１回ずつやっております。そちらの件数等、済みません、今、こちらのほうには把握しておりません。申しわけありません。
○議長（大山　晃君）亀頭議員。

○１０番（亀頭寿太郎君）法務局のほうで活動する、あるいはカレンダー等においては、云々は明記されておるかもわからんけれども、やはり上毛町の住民の中で今、人権問題は多いんですよ。もう裁判所に行ったほうが早いということで裁判所に行ったのもおるし。そうしたことでもって、やはり検証しないと。何でもつくればいいというようなことだから、住民からの声が多い。
　何期もして表彰をもらうのが云々というのは、仕事をしていないというんですよ。だから、やはり検証してみると。検証した結果を今議会中に出してください。
　議長、配慮を。
○議長（大山　晃君）資料は提出できますか。

○住民課長（佐矢野　靖君）はい。

○議長（大山　晃君）資料を提出するようにいたしました。

　質疑を終了いたしましたので、これから討論を行います。
　反対討論はありませんか。
（「討論なし」という声あり）
○議長（大山　晃君）賛成討論はありませんか。

（「討論なし」という声あり）
○議長（大山　晃君）これで討論を終わります。

　これから、本案を原案のとおり同意することに賛成の議員の起立を求めます。

（全員起立）

○議長（大山　晃君）全会一致。よって、諮問第２号、人権擁護委員候補者の推薦については、原案のとおり同意することに決しました。

───────────────────────────────
○議長（大山　晃君）日程第５、同意第２号、上毛町固定資産評価審査委員会委員の選任についてを議題とします。
　議案内容の説明を求めます。
　総務課長。
○総務課長（川口　彰君）それでは、同意第２号につきましても、朗読等により説明にかえさせていただきます。
　同意第２号、上毛町固定資産評価審査委員会委員の選任について。
　上毛町固定資産評価審査委員会委員に次の者を選任したいので、議会の同意を求める。
　平成２６年９月９日提出、上毛町長、坪根秀介。

　氏名、末松美知郎。生年月日、○○○○○○○○○○○生まれ。住所、上毛町大字○○○○○○○○○。
　氏名、藤本国昭。生年月日、○○○○○○○○○○生まれ。住所、上毛町大字○○○○○○○○。
　氏名、八坂徳見。生年月日、○○○○○○○○○○生まれ。住所、上毛町大字○○○○○○○。
　理由でございます。上毛町固定資産評価審査委員会委員会委員として選任することについて、地方税法第４２３条第３項の規定により、議会の同意を求めるものでございます。
　固定資産評価審査委員会の委員につきましては、現在、３名の委員が在任中でございます。任期が１１月２９日までであります。今回、同意をいただきます末松氏、それから藤本氏につきましては、引き続き再任ということでお願いをするものでございます。また、八坂氏につきましては新たに今回お願いをするものでございます。

　次のページから、今回お願いをいたします３名の方の履歴書を添付していますので、ごらんいただきたいと思います。よろしくお願いいたします。
　以上でございます。
○議長（大山　晃君）説明が終わりました。

　これから質疑を行います。

　質疑はありませんか。

（「質疑なし」という声あり）
○議長（大山　晃君）質疑なしと認めます。質疑を終了します。

　これから討論を行います。

　反対討論はありませんか。

（「討論なし」という声あり）
○議長（大山　晃君）賛成討論ありませんか。

（「討論なし」という声あり）
○議長（大山　晃君）討論なしと認め、討論を終わります。

　これから本案を原案のとおり同意することに賛成の議員の起立を求めます。

（全員起立）

○議長（大山　晃君）全会一致。よって、同意第２号、上毛町固定資産評価審査委員会委員の選任については、原案のとおり同意することに決しました。

───────────────────────────────
○議長（大山　晃君）日程第６、報告第５号、平成２５年度健全化判断比率及び資金不足比率の報告についてを議題とします。
　議案内容の説明を求めます。
　総務課長。
○総務課長（川口　彰君）それでは、報告第５号について報告をさせていただきます。

　報告第５号、平成２５年度健全化判断比率及び資金不足比率の報告について。
　地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項及び第２２条第１項の規定により、平成２５年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率を、別紙監査委員の意見をつけて、次のとおり報告する。
　まず、健全化判断比率でございます。平成２５年度健全化判断比率の実質赤字比率につきましては、普通会計といたしましては赤字ではないということで、表の中では数値が表示をされておりません。
　それから、連結実質赤字比率でございます。これにつきましても、普通会計と公営企業会計を合算したものでございますが、赤字ではないということで数値が表示されておりません。
　次に、実質公債費比率でございます。これは普通会計と公営企業会計、それに一部事務組合の会計を含めたものでございますが、１０.６％ということで、前年度が１２.０％、１.４％減少しているところでありまして、基準値の２５％を下回っているということでございます。
　それから、将来負担比率でございます。これにつきましても、借金が１年分だと数値が１００になりますが、これに満たないということで数字的に表示をされておりません。
　それから、資金不足比率でございますが、農業集落排水事業特別会計及び簡易水道事業特別会計とも資金不足がないということで、数字的には表示をされておりません。
　平成２６年９月９日提出、上毛町長、坪根秀介。

　それから、次のページと３ページ目でございますが、平成２６年８月８日に、ただいま説明をいたしました内容につきまして、監査委員さんに審査をお願いした結果、審査意見書ということで監査委員さんの意見書をつけております。
　２ページ目の２の審査結果の（１）総合意見、それから３ページ目の（２）個別意見、それから（３）是正改善を要する事項に記載されていますように、健全な財政運営を行っている等々、また特に改善すべき事項はないという監査委員さんの審査意見を頂いているところでございます。
　以上で、報告及び説明を終わらせていただきます。
○議長（大山　晃君）説明が終わりました。

　説明に対する質疑を行います。

　質疑はありませんか。

　安元議員。
○７番（安元慶彦君）実質の赤字がないということで、数字が出ないのは結構なことでございますが、実質公債費率のところで１０.６と。これは２５％の範囲内ですから問題ないということですが、この分母と分子を教えてくれませんか。
○議長（大山　晃君）総務課長。

○総務課長（川口　彰君）数値的な分ですが、実質公債費率につきましては３カ年の平均ということで、分母が標準財政規模から元利償還金等々に係る基準財政需要額参入額、分子が中央債の元利償還金足す準元利償還金、これから特定財源等々を引いた値ということでございます。

○議長（大山　晃君）安元議員。

○７番（安元慶彦君）一般会計の決算と、ここにあります特別会計の、いわゆる起債を起こしている水道とか農集排ですよね。当然ここには公債費が出ているわけですから、公債費率はこういうものが足されて分子、分母になるんじゃないですか。

○議長（大山　晃君）総務課長。

○総務課長（川口　彰君）そのとおりです。

○議長（大山　晃君）安元議員。

○７番（安元慶彦君）じゃあ、後で熊谷係長、計算して教えてください。
　将来の負担比率も空白ですけれども、負担のピークのときはどれぐらいで、何年ごろになっていますか。
○議長（大山　晃君）総務課長。

○総務課長（川口　彰君）起債残高につきましては１８年度がピークで、償還のピークは２３年度です。
○議長（大山　晃君）安元議員。

○７番（安元慶彦君）ピークは過ぎたんですね。
○議長（大山　晃君）総務課長。

○総務課長（川口　彰君）そのとおりです。
○議長（大山　晃君）ほかにありませんか。

（「質疑なし」という声あり）
○議長（大山　晃君）以上で、本件の報告を終わります。

───────────────────────────────
○議長（大山　晃君）日程第７、報告第６号、継続費の継続年度終了による精算についてを議題とします。
　議案内容の説明を求めます。
　総務課長。
○総務課長（川口　彰君）それでは、報告第６号について御説明をいたします。
　報告第６号、継続費の継続年度終了による精算について。
　地方自治法施行令第１４５条第２項の規定により、平成２５年度に終了した継続費の精算について、次のとおり報告する。
　そこの表でございます。継続費精算報告書でございますが、２款１項の築上東高等学校跡地宅地化事業におきまして、全体計画では４億５,５３１万円を予定しておりましたが、実績におきまして３億７,９０８万８,１７３円が支出済みでございます。
　比較といたしまして、７,６２２万１,８２７円の残額でございますが、この残額分につきましては、入札の執行残によるものが約５,０００万円でございます。これが大きな要因でございます。
　平成２６年９月９日提出、上毛町長、坪根秀介。
　以上でございます。
○議長（大山　晃君）説明が終わりました。

　説明に対する質疑を行います。

　質疑はありませんか。

（「質疑なし」という声あり）
○議長（大山　晃君）質疑なしと認めます。
　これで、本件の報告を終わります。
───────────────────────────────
○議長（大山　晃君）日程第８、報告第７号、上毛町新型インフルエンザ等対策行動計画についてを議題とします。
　議案内容の説明を求めます。
　子ども未来課長。
○子ども未来課長（岡崎　浩君）それでは、報告第７号について御説明をいたします。
　報告第７号、上毛町新型インフルエンザ等対策行動計画について。
　上毛町新型インフルエンザ等対策行動計画について、新型インフルエンザ等対策特別措置法第８条第６項の規定により、別紙のとおり報告する。
　平成２６年９月９日提出、上毛町長、坪根秀介。
　めくっていただきますと、行動計画の表紙がございます。この行動計画につきましては、新型インフルエンザ等対策の特別措置法が平成２４年５月１１日に公布、同じく２５年４月１３日に施行されたことに伴いまして、法律の第８条第１項の規定に基づきまして、上毛町新型インフルエンザ等対策行動計画を策定いたしまして、同条第６項の規定に基づきまして、今議会で御報告するものでございます。
　策定に当たっては、豊前築上管内の１市３町におきまして、県の行動計画をベースに、同様のスタイルで協議、計画立案をいたしておりまして、京築保健福祉環境事務所の保健監、また豊前築上医師会の医師等の御意見をお伺いして、策定しておるところでございます。
　また、県に内容の詳細確認をいただいた後に、７月２３日から８月６日まで上毛町ホームページ及び子ども未来課の窓口におきまして、パブリックコメントを実施いたしております。意見聴取につきましては、皆様からの御意見はございませんでした。

　表紙の次に、目次のページがございます。
　計画の構成でございます。まず、上毛町新型インフルエンザ等対策行動計画でございますが、インフルエンザ行動計画の経緯、それから新型インフルエンザの感染経路、予防策について記載をいたしております。

　次に、新型インフルエンザ等対策の実施に関する基本的な方針といたしまして、新型インフルエンザ等発生時の被害想定、対策推進のための国、地方公共団体、医療機関、指定地方公共機関等の役割について記載をいたしておるところでございます。
　最後に、未発生期、海外発生期、また県内未発生期から県内発生早期、それから県内感染期、小康期に分類いたしまして、各発生段階における町の対策について記載をしておるところでございます。
　町の対策につきましては、まず未発生期につきましては、２５ページに記載をいたしておりますように、発生に備えて体制の整備を行うとともに、国や県からの情報収集により、早期の確認に努めてまいります。
　また、海外発生期につきましては、３１ページより記載いたしておりますが、県内発生に備えまして、県との連携を強化しまして、実施体制の整備を行うと。
　また、県内未発生期から県内発生の早期につきましては、３６ページより記載いたしておりますが、国において緊急事態宣言がなされた場合、速やかに町の対策本部を設置し、町内での感染拡大防止、適切な医療の確保に努めてまいるという形でございます。

　また、県内感染期、４４ページから記載いたしておりますが、県と連携し、医療体制を維持するとともに、健康被害を最小限に抑え、町民生活及び町民経済への影響を最小限に抑えるよう努めてまいると記載いたしております。
　５２ページからの小康期におきましては、緊急事態解除宣言がなされた場合、速やかに町対策本部を廃止し、町民生活及び町民経済の回復を図るとともに、流行の第２波に備えるといったことが記述されておるところでございます。

　計画の概要は以上のとおりでございますが、今後は国、県の動向を注視し、各種業務計画などを整備することにより、本町における新型インフルエンザ等に係る対策を充実させてまいりたいと考えておるところでございます。
　御報告は以上でございます。
○議長（大山　晃君）説明が終わりました。これから質疑を行います。

　説明に対する質疑はありませんか。

（「質疑なし」という声あり）
○議長（大山　晃君）質疑なしと認め、これで本件の報告を終わります。
───────────────────────────────
○議長（大山　晃君）日程第１６、議案第３０号、専決処分の承認を求めることについて（平成２６年度上毛町一般会計補正予算（第２号））を議題とします。

　議案内容の説明を求めます。
　総務課長。
○総務課長（川口　彰君）それでは、議案第３０号について説明をいたします。
　議案第３０号、専決処分の承認を求めることについて。
　平成２６年度上毛町一般会計補正予算第２号について、地方自治法第１７９条第１項の規定により別紙のとおり専決処分したので、同条第３項の規定によりこれを報告し、承認を求める。
　平成２６年９月９日提出、上毛町長、坪根秀介。
　理由でございます。上毛中学校ボーリング施設に不具合が生じ、早急に解消する必要があったため、これに対応するための経費について専決処分したものである。
　次のページに、専決第３号ということで、平成２６年７月１５日付の専決処分書を添付しております。
　それから次のページでございます。平成２６年度上毛町一般会計補正予算（第２号）を添付しております。
　第１条で、歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ２４９万円を追加し、歳入歳出予算総額を４４億４,３９２万９,０００円とするものでございます。

　この専決処分につきましては、上毛中学校のボーリング施設に不具合が発生し、飲料水、給食等に影響があるため、緊急に町の簡易水道に接続するための経費を計上したものでございます。

　専決の詳細な内容でございますが、予算書の７ページをごらんください。９款の教育費の中学校費で２４９万円を計上しております。需用費では、水道料ということで１００万円を計上しております。工事請負費では、給水管布設工事費ということで１４９万円を計上いたしまして、専決処分をしたものでございます。

　以上でございます。
○議長（大山　晃君）説明が終わりました。

　これから質疑を行います。

　質疑はありませんか。

　三田議員。
○６番（三田敏和君）不具合の内容について、御説明をいただきたい。
○議長（大山　晃君）教務課長。

○教務課長（尾崎幸光君）７月に入り、数日間集中豪雨がございまして、学校の飲料水に濁りが発生したということで、それがわかったのが７月７日でございます。
　それから、７月１１日までの４日間につきましては米飯給食ができず、パンによる給食ということで対応させていただいたところでございます。
○議長（大山　晃君）ほかにありませんか。

　三田議員。
○６番（三田敏和君）濁りはわかりましたけれども、具体的に何が原因だったんですかね。そこを確認したかったのですが。

○議長（大山　晃君）教務課長。

○教務課長（尾崎幸光君）上毛中学校につきましては、ボーリング井戸から水を上げているということで、大雨による流入等々があったのではないかなとは思っております。それで濁りが発生したということだと思います。

○議長（大山　晃君）三田議員。

○６番（三田敏和君）それで、どういう対策というか、どういう工事をされたのですか。

○議長（大山　晃君）教務課長。

○教務課長（尾崎幸光君）こういうことがあってはならないということで、安全安心な町の簡易水道を引き込みまして、夏休み期間中に受水槽まで簡易水道を接続したということでございます。

○議長（大山　晃君）亀頭議員。

○１０番（亀頭寿太郎君）ボーリングは、かなり深さをするから、大雨では私は余り云々じゃないと。井戸水なら大雨とか何とかだからね。ボーリングは、温泉を掘るのは（　　　　　）けどね。ボーリングは、下は崩れるんよ。浅くして詰まったり、ボーリングした業者によって違うんよ。中学校は、やはり６０メーターか８０メーターぐらい掘っているんじゃないかと思うんやけどね。
　そこのところをしっかり検証してもらわんと。雨が降ったとかいっても、熊本あたりのように、阿蘇に降ったやつが２カ月も先に出てくるというのなら何だけれども、私はここはそうは思わん。だから、そのところは三田議員が言うように、やはり明確な云々して。ボーリングをした人あたりも、まだ業者がおるかどうかわからないけれども、そこはしっかりした検証をしてもらわないとね。
○議長（大山　晃君）教務課長。

○教務課長（尾崎幸光君）ボーリングを掘った時期は、私のほうで今、把握はしておりません。その内容については調べさせていただきたいと思います。
○議長（大山　晃君）ほかにありませんか。

○議長（大山　晃君）総務課長。

○総務課長（川口　彰君）補足でございますが、今あるボーリングにつきましては、今後の使用はグラウンドの散水等に使用するということで、上水につきましては簡易水道から直結するということでございます。補足させていただきます。

○議長（大山　晃君）ほかにございませんか。

（「質疑なし」という声あり）
○議長（大山　晃君）これから討論を行います。

　反対討論はありませんか。

（「討論なし」という声あり）
○議長（大山　晃君）賛成討論はありませんか。

（「討論なし」という声あり）
○議長（大山　晃君）討論なしと認め、討論を終わります。

　これから本案を採決します。
　本案を原案のとおり決することに賛成の議員の起立を求めます。

（全員起立）

○議長（大山　晃君）全会一致。よって、議案第３０号、専決処分の承認を求めることについて（平成２６年度上毛町一般会計補正予算（第２号））については、原案のとおり承認することに決しました。

───────────────────────────────
○議長（大山　晃君）日程第１８、議案第３２号、上毛町乳幼児・こども医療費の支給に関する条例の一部を改正する条例についてを議題とします。
　議案内容の説明を求めます。
　長寿福祉課長。
○議長（大山　晃君）長寿福祉課長。

○長寿福祉課長（末松克美君）それでは、議案第３２号を説明いたします。
　上毛町乳幼児・こども医療費の支給に関する条例の一部を改正する条例について。
　上毛町乳幼児・こども医療費の支給に関する条例の一部を改正する条例案を別紙のとおり提出する。
　平成２６年９月９日提出、上毛町長、坪根秀介。
　理由でございます。子供を生み育てやすい環境を整えることを目的に、乳幼児及び小中学生に係る医療費の自己負担額の一部を公費負担することに伴い、乳幼児・こども医療費支給制度における助成対象者及び助成金額を改正する必要があるため、地方自治法第９６条第１項第１号の規定により議会の議決を求めるものでございます。
　次のページをお願いいたします。内容につきましては、資料によって説明をさせていただきたいと思います。
　附則ですが、この条例は２６年１０月１日から施行し、同日以降に受ける医療に係る乳幼児・こども医療費から適用するということでございます。
　次のページに対照表をつけておりますので、ごらんいただきたいと思います。
　それでは、９月議会の説明資料という別紙の１ページをお開き願いたいと思います。
　今回の改正は、子供、つまり小学校就学から中学校修了までの医療のうち、現在では入院のみ公費助成となっておりますが、来月１０月１日から通院及び調剤につきましても公費助成するというものでございます。そこに、１ページの９月３０日までということで、入院のみ助成しております。それから、１０月１日からは通院、それから調剤についても公費医療ということで、そこに示しております。
　ただ、同じ公費医療制度の中のひとり親家庭等医療については、通院につきましては月に８００円の個人負担があります。そのひとり親家庭等の医療との公平性を保つために、今回のこども医療、つまり小学校就学から中学校までにつきましても、月８００円の個人負担を求めるものでございます。
　それから、一番下に書いておりますが、乳幼児医療につきましては変更はございません。

　以上でございます。
○議長（大山　晃君）説明が終わりました。

　説明に対する質疑を行います。

　質疑はありませんか。

（「質疑なし」という声あり）
○議長（大山　晃君）質疑なしと認めます。

　討論を行います。

　反対討論はありませんか。

（「討論なし」という声あり）
○議長（大山　晃君）賛成討論はありませんか。

（「討論なし」という声あり）
○議長（大山　晃君）討論なしと認め、これで討論を終わります。

　これから本案を採決します。
　本案を原案のとおり決することに賛成の議員の起立を求めます。

（全員起立）

○議長（大山　晃君）全会一致。よって、議案第３２号、上毛町乳幼児・こども医療費の支給に関する条例の一部を改正する条例については、原案のとおり可決することに決しました。

───────────────────────────────
○議長（大山　晃君）これから、議案の委員会付託を行います。

　９月５日、議会運営委員会の協議結果を資料として配付しておりますので、運営資料４ページ、５ページをごらんください。
　なお、付託案の朗読に際しては、議案名の朗読は省略させていただきます。
　認定第１号（所管分）、認定第４号、認定第５号、議案第３１号、議案第４１号（所管分）、発議第５号の６件は、総務、産業・建設常任委員会へ付託します。
　認定第１号（所管分）、認定第２号、認定第３号、認定第６号、認定第７号、議案第３３号、議案第３４号、議案第３５号、議案第３６号、議案第３７号、議案第３８号、議案第３９号、議案第４０号、議案第４１号（所管分）、発議第６号、請願第１号の１６件は、文教・厚生常任委員会へそれぞれ付託することにしたいと思いますが、これに御異議ありませんか。
（「異議なし」という声あり）

○議長（大山　晃君）異議なしと認めます。
　したがって、お手元に配付の委員会付託表のとおり、所管の常任委員会に付託することに決定しました。
───────────────────────────────
○議長（大山　晃君）続いて、各常任委員会の開催日についてお諮りします。
　資料８ページの委員会日程表案をごらんください。
　各常任委員会の開催日は、議会運営委員会で決定いただいたので、日程表のとおりに決定いたしたいと思いますが、これに御異議ありせんか。
（「異議なし」という声あり）
○議長（大山　晃君）異議なしと認めます。
　したがって、常任委員会の開催日は、運営資料の委員会日程表のとおり開催することに決定しました。
　以上で、本日の日程は全て終了いたしました。
　本日はこれにて散会いたします。お疲れさまでした。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　散会　午前１１時３９分
　　　平成２６年９月９日
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